
Budget

料
や
施
設
の
使
用
料
な
ど
が
自
主
財
源

と
な
る
。
ま
た
、
国
・
県
支
出
金
や
地

方
交
付
税
な
ど
、
国
や
県
か
ら
市
に

入
っ
て
く
る
お
金
は
依
存
財
源
と
な

る
。
市
債
も
依
存
財
源
に
含
ま
れ
る
。

【
性
質
別
歳
出
】

　

市
の
経
費
を
そ
の
性
質
ご
と
に
、
義

務
的
経
費
、
投
資
的
経
費
、
そ
の
ほ
か

の
経
費
に
分
類
し
た
も
の
。
義
務
的
経

費
は
支
出
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
経

費
。
投
資
的
経
費
は
道
路
や
公
共
施
設

の
建
設
な
ど
に
か
か
る
経
費
。

【
目
的
別
歳
出
】

　

市
が
行
う
事
業
を
目
的
別
に
分
類
す

る
も
の
で
、
行
政
上
の
特
色
な
ど
を
知

る
こ
と
が
で
き
る
。

令和７年度 一般会計予算・特別会計予算
こどもの医療費無償化　　
玖波地域交流施設整備など￥26,770,192,000―

問い合わせ　企画財政課　☎59-2121

２
月
25
日
予
算
記
者
発
表

令和７年度会計別予算　【表２】
一般会計・特別会計

名　称 令和７年度 令和６年度 対前年度比
（％）

一般会計 195億8,944万円 170億4,393万円 14.9

特別会計 計 71億8,075万円 77億6,632万円 ▲ 7.5

国民健康保険 32億6,621万円 33億4,570万円 ▲ 2.4

港湾施設管理受託 7,784万円 7,577万円 2.7

土地造成 2億3,581万円 8億     52万円 ▲ 70.5

介護保険 29億6,766万円 29億3,109万円 1.2

後期高齢者医療 6億3,323万円 6億1,324万円 3.3

合　計 267億7,019万円 248億1,025万円 7.9

企業会計
名　称 区分 令和７年度 令和６年度 対前年度比

（％）

水道
事業会計

収益的
収入 5億5,051万円 5億4,804万円 0.5

支出 6億2,044万円 5億9,876万円 3.6

資本的
収入 2億1,858万円 1億4,856万円 47.1

支出 4億4,922万円 2億3,781万円 88.9

工業用水道
事業会計

収益的
収入 5億5,252万円 5億5,273万円 ▲ 0.0

支出 4億8,981万円 4億8,984万円 ▲ 0.0

資本的
収入 4,010万円 7,620万円 ▲ 47.4

支出 3億6,264万円 4億1,847万円 ▲ 13.3

下水道
事業会計

収益的
収入 11億5,488万円 12億3,435万円 ▲ 6.4

支出 11億5,218万円 10億7,471万円 7.2

資本的
収入 10億1,437万円 16億2,860万円 ▲ 37.7

支出 10億6,514万円 18億     68万円 ▲ 40.8

歳出
（目的別）

歳出
（性質別）

議会費
1.1％予備費

0.1％ 総務費
15.5％

民生費
30.7 ％

衛生費
6.4％

労働費
0.6％

農林水産業費
3.1％

商工費
2.2％

土木費
15.4％

消防費
3.7％

教育費
11.8％

災害復旧費
0.0％

公債費
9.4％

人件費
15.4％

扶助費
15.1％

公債費
9.4％

普通建設
事業費
21.2％

物件費
17.3％

維持補修費
0.9％

補助費等
7.0％

貸付金
1.8％

積立金
3.8％

予備費
0.1％ そ

の
他
の

経
費

繰出金
8.0％

災害復旧事業費  0.0％

義
務
的
経
費

投資的
経費

歳入

地方交付税
12.8％

地方譲与税など
4.9％

市税
26.5％

分担金および
負担金
0.7％

使用料および
手数料
1.5％

財産収入など
4.3％

繰入金
10.7％ 

諸収入
4.0％

国庫支出金
16.2％

県支出金
5.7％

市債
12.7％

自
主
財
源

依
存
財
源

【グラフ】

当
初
予
算
の
概
要

　

一
般
会
計
は
、
１
９
５
億
８
９
４
４
万

円
で
、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
14・９
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
は
、
大
竹
保
育
所
改
修
等
事
業
費

な
ど
の
民
生
費
や
マ
ロ
ン
の
里
改
修
事
業

費
な
ど
の
農
林
水
産
業
費
、
玖
波
地
域
交

流
施
設
整
備
事
業
費
な
ど
の
教
育
費
な
ど

が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
歳
入
は
、
地
方
交
付
税
や
国
庫
支
出
金
、

市
債
な
ど
が
増
加
し
て
い
ま
す
。

　
５
つ
の
特
別
会
計
の
合
計
は
、
71
億
８

０
７
５
万
２
千
円
で
、
前
年
度
に
比
べ
７・

５
％
減
少
し
て
い
ま
す
。（
表
１・２
）（
グ

ラ
フ
）

【
一
般
会
計
・
特
別
会
計
】

　

地
方
公
共
団
体
の
行
政
運
営
上
基
本

的
な
分
野
を
行
う
会
計
を
「
一
般
会
計
」

と
い
い
、
特
定
の
収
入
で
特
定
の
事
業

を
行
う
会
計
を
「
特
別
会
計
」
と
い
う
。

【
歳
入
・
歳
出
】

　

地
方
公
共
団
体
が
、
そ
の
仕
事
を
行

う
た
め
に
必
要
な
経
費
を
賄
う
も
の
が

収
入
で
、
そ
の
団
体
の
会
計
年
度
に
お

け
る
全
て
の
収
入
を
歳
入
と
い
い
、
全

て
の
支
出
を
歳
出
と
い
う
。

【
自
主
財
源
・
依
存
財
源
】

　

市
が
自
主
的
に
調
達
す
る
お
金
か
ど

う
か
に
よ
っ
て
歳
入
を
区
分
し
た
も

の
。
市
税
や
保
育
料
、
市
営
住
宅
使
用

︽
用
語
解
説
︾

歳入

項　目 内　　容

令和7年度
(　)は6年度

前年度比
（％）

195億8,944万円
（170億4,393万円） 14.9

自　

主　

財　

源

市税 市民税や固定資産税など 51億9,647万円
（51億5,080万円） 0.9

分担金および
負担金

保育料、養護老人ホーム
入所者負担金など

1億2,874万円
（1億2,591万円） 2.3

使用料および
手数料

市営住宅使用料、
ごみ・し尿処理手数料、
各施設の使用料など

3億     70万円
（2億9,688万円） 1.3

財産収入など 土地売払収入、寄附金など 8億3,375万円
（6億5,099万円） 28.1

繰入金 基金繰入金、
他会計繰入金など

21億   221万円
（16億5,776万円） 26.8

諸収入 他の収入科目に含まれない
収入（貸付金元金収入など）

7億8,845万円
（7億9,677万円） ▲�1.0

依　

存　

財　

源

地方譲与税など
国や県が徴収した
税の一部を一定割合で
交付されるお金

9億6,991万円
（10億4,007万円） ▲�6.7

地方交付税 市の財政力などに応じて
国から交付されるお金

25億   152万円
（22億9,970万円） 8.8

国庫支出金 特定の目的のために
国から交付されるお金

31億6,968万円
（23億6,906万円） 33.8

県支出金 特定の目的のために
県から交付されるお金

11億1,731万円
（10億   869万円） 10.8

市債
大きな事業を行うために
国や金融機関から
借り入れるお金

24億8,070万円
（16億4,730万円） 50.6

歳出

項　目 内　　容

令和7年度
(　)は6年度

前年度比
（％）

195億8,944万円
（170億4,393万円） 14.9

義
務
的
経
費

人件費 市役所で働く人の
報酬や給与など

30億2,086万円
（28億2,524万円） 6.9

扶助費 社会保障制度の一環として、
支援を行うための経費

29億6,308万円
（26億7,446万円） 10.8

公債費 過去の借入金の返済金 18億4,434万円
（17億2,640万円） 6.8

投
資
的
経
費

普通建設事業費 道路や公共施設を
新増設するための経費

41億5,311万円
（28億   489万円） 48.1

災害復旧事業費 災害復旧工事などの経費 1万円
（1万円） 0.0

そ
の
他
の
経
費

物件費 旅費、需用費などの
消費的性質をもつ経費

33億7,747万円
（30億8,503万円） 9.5

維持補修費 道路や公共施設などを
管理する経費

1億7,090万円
（1億7,124万円） ▲�0.2

補助費等
市からほかの団体などに
対して行政上の目的で
支払う経費

13億7,717万円
（12億3,534万円） 11.5

繰出金 会計間で相互に
資金運用するための経費

15億6,860万円
（15億   317万円） 4.4

出資金・貸付金 市から行政上の目的で
貸付けを行う経費

3億4,420万円
（3億4,536万円） ▲�0.3

積立金
財政運営を計画的に行うた
め、財政変動に備えて基金
に積み立てるための経費

7億4,970万円
（6億5,279万円） 14.8

予備費 緊急時のための
目的を定めていない予算

2,000万円
（2,000万円） 0.0

歳出

項　目 内　　容

令和7年度
(　)は6年度

前年度比
（％）

195億8,944万円
（170億4,393万円） 14.9

議会費 議会の活動にかかる経費 2億1,770万円
（1億7,525万円） 24.2

総務費 市の全般的な管理事務経費、
支所、選挙などの経費

30億2,797万円
（29億5,144万円） 2.6

民生費 生活保護や児童・高齢者
などの経費

60億1,048万円
（54億2,275万円） 10.8

衛生費 衛生的な生活環境を守るための
経費

12億5,506万円
（10億9,991万円） 14.1

労働費 労働者の生活安定や福利増進事業
などを行うための経費

1億2,005万円
（1億2,005万円） 0.0

農林水産業費 農林業や水産業の振興
などの経費

6億   538万円
（3億   452万円） 98.8

商工費 商工業の振興や観光宣伝
などの経費

4億2,051万円
（2億4,099万円） 74.5

土木費 道路、河川、港湾、市営住宅、
公園などの経費

30億2,618万円
（28億7,964万円） 5.1

消防費 消防・救急業務や防災対策の経費 7億3,030万円
（6億3,858万円） 14.4

教育費 小・中学校の運営や社会教育
などの経費

23億1,146万円
（14億6,439万円） 57.8

災害復旧費 災害復旧工事などの経費 1万円
（1万円） 0.0

公債費 過去の借入金の返済金 18億4,434万円
（17億2,640万円） 6.8

予備費 緊急時のための
目的を定めていない予算

2,000万円
（2,000万円） 0.0

（性質別）

（目的別）

【表１】
令
和
７
年
度
当
初
予
算
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Budget

○小方4号線歩道整備工事
　通学路合同点検で、対策必要箇所として抽出され
た歩道の整備を行い、通学児童や歩行者の安全性の
向上を図ります。

○小方地区のまちづくり道路設計等業務
　小方地区のまちづくり基本構想に基づく道路計画
について検討を行い、関係機関と協議を進めます。

○小方4号線道路改良工事
　県で実施予定の臨港道路交差点に接続する未改良
区間の工事を行います。

○港湾施設の修築・改良事業
　県が実施する小方港の橋りょう架け替えに伴う工
事などの費用の一部を負担します。

○道の駅基本構想・基本計画等策定事業
　小方地区のまちづくり基本構想に基づく旧小方中
学校跡地の活用として、道の駅の基本構想・基本計
画の策定や民間活力導入可能性調査を実施します。

○小方新駅検討業務
　小方地区のまちづくり基本構想の実現に向けて、
JR小方新駅の設置のために必要な調査・検討を行い、
地元や関係機関との協議を進めます。

○晴海臨海公園整備事業
　令和７年度は、令和６年度に引き続き西側エリア
の駐車場などを整備するほか、多目的グラウンド内
のシェルター整備や、遊具広場の人工芝舗装を行い
ます。

新規 公共交通運転士確保支援補助事業

180万円
　地域公共交通の運行を担う運転士を確保し、市内
の地域公共交通の安定的な運行を維持していくため、
一定の条件を満たした個人または交通事業者に対し
て、第二種運転免許取得に要した費用の２分の１（上
限30万円）を補助します。
※３ページ参照

拡充 こいこいバス更新事業

9,102万3千円
　車両の老朽化のため、こいこいバスの車両２台を
更新します。また、バスICOCA（イコカ）システム
を導入し、利便性向上を図ります。

3 生活・環境 新規・拡充 小方地区まちづくり関連事業

5億9,257万7千円  小方地区のまちづくり基本構想に沿ったまちづくりを
推進するため、次の事業を実施します。　　　　　

マロンの里交流館

令
和
７
年
度
当
初
予
算

2 産業・雇用
マロンの里改修事業

2億2,000万円
　マロンの里の都市と農村の交流拠点および地域の
拠点としての機能を維持するため、防水工事や電
気・照明・空調設備の更新工事などを行います。

新規 物価高騰臨時対策消費喚起事業

8,000万円
　市内の店舗でキャッシュレス決済による買い物を
した際に付与されるポイントを消費者に還元するこ
とで消費喚起し、物価高騰による影響を受ける市内
事業者の売り上げ拡大を支援します。併せて、キャッ
シュレス化を推進します。

1 教育・文化
新規 小・中学校学習用端末機器更新事業

1億1,258万5千円
　GIGAスクール構想第１期で整備した学習用端末
が更新時期を迎えるため、機器の更新を行います。

学校給食費支援事業

1億8,895万7千円
　大竹市立学校に在籍する児童・生徒の保護者が負
担する学校給食費を全額免除することで、保護者の
経済的負担を軽減し、子育て支援を推進します。

玖波地域交流施設整備事業

5億6,350万円
　築50年を経過する玖波公民館をコミュニティサ
ロン玖波の機能を統合した地域交流施設として新た
に整備します。令和８年度末までに完成予定で、令
和７年度は、令和６年度に引き続き設計業務を行い、
建設工事に着手します。

令和７年度の新規・拡充や
主な事業を紹介

主 要 事 業
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6 自治・行政運営
新規・拡充 情報化推進事業

3億9,199万2千円
　「書かない窓口」を推進するため、マイナンバー
カードなどを活用して名前・住所などを申請書に自
動転記する機器を導入する窓口スマート化事業など
の「DX等推進事業」と、情報発信力強化のため、
LINE公式アカウントにチャットボット機能などを
導入する「SNS等情報発信事業」などの「新しい地
方経済・生活環境創生交付金事業」を柱に、情報化
の推進に取り組みます。

予算書を販売しています
1,500円（消費税込み）

　予算書（A4版356ページ）は、企画財政課、
各支所で販売しています。
　（予算書を購入した方には、当初予算の概
要を無料で配布しています）
　市立図書館や情報公開コーナー（市役所
２階）、市ホームページでもご覧になれます。
問い合わせ　企画財政課　☎59-2121

窓口での申請手続きをスムーズに。「書かない窓口」への第一
歩です。（写真は現在の窓口）

担
当
者
に
聞
く

教
え
て
オ
ガ
ワ
さ
ん

企
画
財
政
課

課
長
補
佐
兼
情
報
政
策
係
長

小
川
和
良

令和７年度のまちづくり発進
!

報
化
推
進
事
業
﹂は
、国
が
推
進
し
て
い
る
Ｄ
Ｘ（
デ

ジ
タ
ル
技
術
を
活
用
し
た
業
務
の
変
革
化
）
の
取

り
組
み
の
一
つ
で
す
。
今
年
度
は
﹁
書
か
な
い
窓
口
﹂
へ

の
第
一
歩
を
踏
み
出
し
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
カ
ー
ド
や
運
転
免
許
証
な
ど
の
情
報
を
読
み
取
り
、

住
所
、
氏
名
な
ど
が
申
請
書
に
転
記
さ
れ
る
端
末
を
市
民

課
と
大
竹
支
所
に
設
置
し
、
窓
口
に
お
け
る
手
書
き
の
負

担
を
減
ら
す
と
い
う
も
の
で
す
。

　
ま
だ
、
住
民
票
や
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
関
係
な
ど
一

部
の
申
請
書
と
な
っ
て
い
ま
す
が
、
今
後
検
証
を
重
ね
て

そ
の
可
能
性
を
探
っ
て
い
き
ま
す
。

「
情

令
和
７
年
度
当
初
予
算

担
当
者
に
聞
く

教
え
て
マ
エ
ダ
さ
ん

地域介護課長
前田新吾

5 健康・福祉
拡充 こども医療費助成事業

1億3,871万6千円
　こどもの健やかな成長を支えるため、こどもの医
療費について自己負担額の一部を助成します。令和
７年10月からは、保険医療機関ごと１日500円の自
己負担をなくし、こども医療費を無償化します。

おむつ等宅配事業

2,026万5千円
　子育て経験のある配達員が２カ月に１回自宅を訪
問し、「子育て用品の宅配サービス」（生後２カ月か
ら満３歳の誕生月までの乳幼児のいる家庭に、乳幼
児１人当たり3,300円相当のおむつ・おしりふきな
どの子育て用品を宅配するサービス）を行うととも
に、子育てサポート情報の提供、母子の健康状態の
確認、保護者からの相談対応などを行います。

市立保育所等整備事業

4億6,150万円
　「大竹市公立保育所等の再編における大竹地区施設
整備計画」に基づき、令和６年度から令和７年度に
かけて大竹保育所を改修するとともに、大竹中学校
敷地の一部を保護者送迎用駐車場として整備します。

新規 介護・福祉分野人材確保事業

900万円
　市内の介護・福祉分野での人材の確保・定着を図
るため、市内の事業所に従事しようとする方や従事
している方を対象に、介護・福祉分野の研修費用や
資格取得費用の一部を補助します。

拡充 休日診療所移転事業

2,900万円
　老朽化している休日診療所を旧なかはま保育所跡
地へ移転します。令和７年度は、移転先の休日診療
所の基本設計・実施設計業務などを行います。

　自転車利用者のヘルメット着用を促進し、自転車
乗車中の事故による負傷軽減を図るため、自転車用

ヘルメットの購入費用の２分の１（上限3,000円）を
補助します。※18ページ参照

4 安心・安全 新規 自転車用ヘルメット購入費補助事業  90万円

「市立保育所等整備
事業」で改修工事が
進む大竹保育所。工
事が終わるまでは旧
本町保育所に移転し
ています。保育所か
ら小瀬川までお散歩
する子どもたちです。

子育て支援に手厚い大竹市の当初予算。「こども医療費無償化」「おむつ等宅配」「学校給食費無償化」の３つを行って
いるのは、県内では大竹市だけです。

護
・
福
祉
分
野
人
材
確
保
事
業
﹂
を
立
ち
上

げ
た
背
景
と
し
て
、
昨
年
介
護
・
福
祉
関
係

の
事
業
所
が
相
次
い
で
廃
止
や
休
止
に
な
っ
た
こ

と
が
あ
り
ま
す
。
そ
の
原
因
と
し
て
従
事
す
る
人

材
不
足
が
挙
げ
ら
れ
、
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
が
難
し

く
な
っ
た
と
聞
い
て
い
ま
す
。
そ
の
た
め
人
材
を

育
成
し
確
保
す
る
た
め
に
市
と
し
て
介
護
職
員
の

研
修
会
を
開
い
て
資
格
取
得
の
支
援
を
始
め
ま
し

た
。
通
常
よ
り
も
取
得
に
か
か
る
費
用
を
抑
え
る

こ
と
で
受
講
し
や
す
く
な
る
の
で
は
な
い
か
と
考

え
て
い
ま
す
。
ま
た
、
介
護
・
福
祉
関
係
の
資
格

取
得
に
つ
い
て
も
補
助
を
始
め
ま
す
。
大
竹
市
内

の
介
護
・
福
祉
事
業
所
に
就
職
し
た
場
合
に
、
一

定
の
条
件
の
も
と
に
補
助
金
を
交
付
す
る
こ
と
で
、

人
材
の
確
保
に
つ
な
が
れ
ば
と
思
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
市
外
の
方
が
市
内
で
就
職
し
た
場
合
も

同
様
で
す
。﹁
育
て
る　
呼
び
込
む　
継
続
﹂
を
３

本
柱
に
人
材
の
育
成
・
確
保
に
努
め
て
い
き
ま
す
。

「
介
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